
 

外貨普通預金 契約締結前交付書面（兼外貨預金等書面） 
（この書面は、法令等に基づく契約締結前交付書面兼外貨預金等書面です） 

 

 

 

 

 

 

この書面をよくお読み下さい 

お申込の際には、下記の事項をよくご確認ください。 

人民元預金に関しては、別途お渡しする“人民元業務 契約締結前交付書面”の内容も合わせ

てご確認ください。 

【外貨普通預金の特性】 

外貨普通預金は、外国通貨建ての期間の定めのない預金で、いつでも出し入れができます。 

【外貨普通預金のリスク等】 

外貨普通預金のリスク 

外貨預金には為替変動リスクがあります。為替相場の変動により、お受け取りの外貨を円

換算すると、当初外貨預金作成時の払い込み円貨額を下回る（円ベースで元本割れとなる）

リスクがあります。 

外貨普通預金の手数料 

円を外貨にする際（預入時）及び外貨を円にする際（引出時）は手数料がかかります。お

預け入れおよびお引き出しの際は、手数料を含んだ為替相場である当行所定のＴＴＳレー

ト（預入時）、ＴＴＢレート（引出時）をそれぞれ適用します。 

「商号．住所」兆豐國際商業銀行 東京都千代田区丸の内 2-2-1 岸本ビル 7 階 

「商品概要」 

1. 商品名：外貨普通預金 

2. 商品概要：外国通貨建ての、期間の定めのない預金です。 

3. 預金保険：預金保険の対象外です。 

4. 販売対象：法人および個人のお客さま 

5. 期間：期間の定めはありません。 

6. 預入：①随時お預け入れ頂けます。②最低預入額は 1 通貨単位。③預入単位は１補助通貨単

位まで可能。③預入通貨：ドル現金での預入は１通貨単位まで可能。ユーロ・人民元現金で

の預入は受け付けておりません。 

7. 払戻し：随時払い戻し頂けます。ユーロ・人民元現金での払戻しは行なっておりません。 

8. 利息：①適用利率は「変動金利」で、マーケット環境等により見直しをすることがあります。

②利払方法は毎年 6 月 20 日と 12 月 20 日（銀行の休業日の場合は翌営業日になります。）の

翌営業日にお支払いいたします。③計算方法は毎日の最終残高について、１年を 365 日とす

る日割計算となります。。 

この書面の内容に同意し、外貨普通預金口座の開設を申し込みます。 

口座番号：        日付： 

氏名：                                 ㊞ 



9. .税金：①利子所得は法人のお客さまは総合課税、個人のお客さまは源泉分離課税として課税

されます。（国税 15％、平成 25 年 1 月 1 日から平成 49 年 12 月 31 日までにお受け取りにな

る利息については、復興特別所得税が追加課税され 15.315％。地方税 5％。法人のお客様に

ついては、平成 28 年 1 月 1 日より地方税が廃止になりました。）②為替差益への課税：（法

人のお客さま）総合課税。（個人のお客さま）為替差益は雑所得となり、確定申告による総合

課税の対象となります。ただし、年収 2,000 万円以下の給与所得者の方で為替差益を含めた

給与所得および退職所得以外の所得が年間 20 万円以下の場合は申告不要です。為替差損は、

他の黒字の雑所得から控除できます。他の所得区分との損益通算はできません。くわしくは

お客さまご自身で公認会計士・税理士等の専門家にご相談くださいますようお願い申し上げ

ます。 

10. 為替相場の急激な変動によりお取り扱いを中断する場合があります。 

11. 付加できる特約事項：ございません。 

12. 当行が対象事業者となっている認定投資者保護団体：ございません。 

13. お問合せ先：預金課 ＴＥＬ：03-3211-1228，1227，1232 

 

「外貨預金のお預け入れとお引き出しに関わる手数料および適用相場」 

Ａ.お預け入れ［ご入金］ 

①円の現金でのお預け入れ、円預金からのお振替： 

 円を外貨にする際（預入時）には、手数料を含んだ為替相場であるＴＴＳレートを適用。 

②ドル現金でのお預け入れ：１ドルにつきお手数料が 2 円かかります。 

③ドル建てＴ／Ｃ(トラベラーズチェック)でのお預け入れ：取立手数料 1,500 円 

④到着した外貨送金でのお預け入れ：お手数料はかかりません。 

Ｂ.お引き出し「ご出金」 

①円の現金での引き出し、円預金へのお振替：外貨を円にする際（引出時）には、手数料を

含んだ為替相場であるＴＴＢレートを適用。 

②ドル現金でのお引き出し：１ドルにつきお手数料が 2 円かかります。 

③外貨でのご送金にご使用： 

*海外送金：(電信送金 T/T、郵便送金 M/T、送金小切手) 

 5,000 円＋取扱手数料(ご送金金額の 0.05％、最低手数料 1,500 円） 

**国内送金： 

 2,500 円＋取扱手数料(ご送金金額の 0.05％、最低手数料 1,500 円） 

※上記手数料には消費税等はかかりません。 

※上記手数料は、今後変更となる場合があります。 

一般社団法人全国銀行協会は当行が契約している指定紛争解決機関です。銀行取引に関する

ご相談は、全国銀行協会相談室でも受け付けています。ご相談・ご照会は無料です。 

●電話番号：0570-017109 または 03-5252-3772 

●受付日：月～金曜（祝日および銀行の休業日を除く） 

●受付時間：午前 9時～午後 5時 



兆豐國際商業銀行在日支店  外貨普通預金規定 
1.(取扱店の範囲) 

この預金の預入れまたは払戻しは口座開設店に限り取り扱います。 
2.(口座への受入れ) 

(1)この預金に受入れできるものは次のとおりとします。 
a.現金 

現金による受入れは、当行が定める通貨について取扱います。ただし、硬貨は受け入れられません。 
b.当店を支払場所とする手形、小切手、その他の証券等(以下「証券類」という)当店で決済を確認したもの。 
c.為替による振込金 

(2)当店以外を支払場所とする証券類は取立のうえ、決済を確認したのち受け入れます。この場合、とくに費用
を要するときは、当行所定の手数料をいただきます。 

(3)手形要件(とくに振出日、受取人)、小切手要件(とくに振出日)の白地はあらかじめ補充してください。当行は
白地を補充する義務を負いません。 

(4)証券類のうち裏書等の必要があるものはその手続を済ませてください。 
(5)手形、小切手を受け入れるときには、複記のいかんにかかわらず、所定の金額欄記載の金額によって取り扱

います。 
3.(預金の払戻し) 

この預金を払い戻すときは、当行所定の払戻請求書に届出の印章(または署名)により記名押印(または署名)して
通帳とともに提出してください。ただし当該通貨による現金の払出しは、当店の都合により応じられないことも
あります。 

4.(利息) 
この預金の利息は、毎年 2回、6月と 12月の当行所定の日に、当行所定の利率、付利単位および計算方法により
計算のうえ、この預金に組入れます。 

5.(相場・手数料) 
(1)この預金の預入れ、または払戻しを他の通貨を対価として行う場合は、当行所定の相場により換算いたしま

す。 
(2)この預金の預入れ、または払戻しの際には、当行所定の手数料をいただきます。 

6.(届出事項の変更、通帳の再発行等) 
(1)通帳や印章を失ったとき、または、印章、名称、住所その他の届出事項に変更があったときは、ただちに当

行所定の方法により届出てください。この届出の前に生じた損害については当行は責任を負いません。 
(2)通帳または印章を失った場合この預金の払戻し、解約または通帳の再発行は、当行所定の手続をした後に行

います。 
この場合、相当の期間をおき、また保証人を求めることがあります。 

(3)通帳を再発行する場合には、当行所定の手数料をいただきます。 
(4)預金口座開設の際には、法令で定める本人確認等を行います。この確認事項に変更があったときは、直ちに

当行所定の方法により届出てください。 
7.(印鑑照合等) 

払戻請求書、諸届その他の書類に使用された印影(または署名)を届出の印鑑(または署名鑑)と相当の注意をもっ
て照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変造その他の事故があっても
そのために生じた損害については、当行は責任を負いません。 

8.(差引計算等) 
(1)当行に対し弁済期の到来した債務を負担しているときは、この預金の通貨種類、期日等のいかんにかかわら

ず、当行はこの預金をいつでも当行所定の方法により相殺または弁済に充当することができるものとします。 
(2)前(1)の場合で、この預金と債務の通貨種類が異なるときには、この預金は、相殺または弁済充当時における

当行所定の外国為替相場により、円貨または当行に対する債務と同一種類の通貨に換算できるものとします。 
9.(譲渡、質入れの禁止) 

この預金は、当行の承諾なしに譲渡、質入れはできません。 
10.(成年後見人等の届出) 

(1)家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、直ちに成年後見人等の氏名その他必要
な事項を書面によって当店に届出てください。 

(2)家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合には、直ちに任意後見人の氏名その他必要な
事項を書面をもって当店に届出てください。 

(3)すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意後見監督人の選任がなされている場合に
も、前記（1）および（2）と同様に当店に届出てください。 

(4)前記（1）から(3)までの届出事項に取消または変更等が生じたときにも同様に当店に届出てください。 
(5)前記（1）から(4)までの届出前に生じた損害については、当行は責任を負いません。 

11.(反社会的勢力との取引拒絶) 
この預金口座は、後記第 12 条(3)②A から F および③A から E のいずれにも該当しない場合に利用することがで
き、12条(3)②Aから Fおよび③A から E の一にでも該当する場合には、当行はこの預金口座の開設をお断りする
ものとします。 

12.(解約) 
(1)この預金口座を解約する場合には、通帳を持参のうえ、当店に申出てください。 
(2)次の各号の一にでも該当した場合には、当行はこの預金取引を停止し、または預金者に通知することにより



この預金口座を解約することができるものとします。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかか
わらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した時に解約されたものとします。 
①この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または預金口座の名義人の意思によらずに
開設されたことが明らかになった場合 

②この預金の預金者がこの預金を当行の承諾なしに譲渡・質入れした場合 
③この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる場合 
④法令で定める本人確認等における確認事項が偽りである場合 
⑤①から④の疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当行からの確認に応じない場合 

(3)前(2)のほか、次の各号の一にでも該当し、預金者との取引を継続することが不適切である場合には、当行は
この預金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約することができるものとし
ます。 
なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかかわらず、当行が解約の通知を届出のあった氏名、住所
にあてて発信した時に解約されたものとします。 
①預金者が口座開設申込時にした反社会的勢力ではないことの表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが
判明した場合 

②預金者が次のいずれかに該当したことが判明した場合 
A.暴力団 
B.暴力団員及び暴力団員でなくなってから５年を経過しない者 
C.暴力団準構成員 
D.暴力団関係企業 
E.総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 
F.その他前各号に準ずる者 

③預金者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 
A.暴力的な要求行為 
B.法的な責任を超えた不当な要求行為 
C.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
D.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為 
E.その他前各号に準ずる行為 

(4)前(2)により、この預金口座が解約され残高がある場合、またはこの預金取引が停止されその解除を求める場
合には、通帳と届出印鑑を持参のうえ申し出てください。 
この場合、当行は手続に相当の期間をおき、必要な書類等の提出または保証人を求めることがあります。 

(5)前(2)および(3)によりこの預金取引を停止し、または預金者に通知することによりこの預金口座を解約する
場合、解約により生じた損害については、当行は責任を負いません。 

(6)この預金が、当行の定める一定の期間預金者による利用がなく、かつ残高が一定の金額を超えることがない
場合には、当行はこの預金取引を停止することができるものとします。 

なお、この取引が停止された場合、当行の窓口において当行所定の本人確認資料の提示を受けるかまたは当行所
定の方法により、当行が本人であることを確認できた時に停止を解除します。 

13.(預金保険) 
当行における預金は、預金保険制度の対象ではありません。当行本店が破綻した場合は、当行での預金等の払戾
が迅速に行われないことがあります。 

14.(通知等) 
届出のあった氏名、住所にあてて当行が通知または送付書類を発送した場合には、延着、または到達しなかった
ときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

15.(適用法令等) 
この預金には、日本における外国為替等に関する法令が適用されます。この預金に関して訴訟の必要が生じた場
合には、当店の所在地を管轄する裁判所を専属管轄裁判所とします。 

16.(規定の改定) 
この規定を改定する場合は、当行の窓口における改定内容を記載したポスターまたはチラシ、当行のホームペー
ジ等にて告知することとし、改定後の規定については、告知に記載の適用開始日以降の取引から適用するものと
します。 

以上 
2017 年 5 月改定 



修訂對照表 

改  訂  後 改  訂  前 

外貨普通預金 契約締結前交付書面（兼外貨預金等書面） 

「商品概要」 

  6.最低預入額は 1 通貨単位。 

「商品概要」 

  6.最低預入額は 100 通貨単位。 

  9.税金：…地方税 5％。法人のお客様については、平
成 28 年 1 月 1 日より地方税が廃止になりました。 

  10.税金：…地方税 5％）として課税されます。お利息
はマル優の対象外です。 

  10.為替相場の急激な変動によりお取り扱いを中断す
る場合があります。 

(追加) 

「外貨預金のお預け入れとお引き出しに関わる手数料
および適用相場」 

 

ドル現金でのお預け入れ/お引き出し「ご出金」：１ドル
につきお手数料が 2 円かかります。 

ドル現金でのお預け入れ/お引き出し「ご出金」：１ドル
につきお手数料が 1.5 円かかります。 

ドル建てＴ／Ｃ(トラベラーズチェック)でのお預け入
れ：取立手数料 1,500 円。 

ドル建てＴ／Ｃでのお預け入れ：取扱手数料 1,500 円+

通貨毎に定める所定の利率で計算したメール期間金利。 

外貨でのご送金にご使用： 

*海外送金： 

 (電信送金 T/T、郵便送金 M/T、送金小切手) 

 5,000 円＋取扱手数料(ご送金金額の 0.05％、最低手数
料 1,500 円） 

**国内送金： 2,500 円＋取扱手数料(ご送金金額の
0.05％、最低手数料 1,500 円） 

外貨でのご送金にご使用： 

*海外送金： 

Ｔ/Ｔ送金手数料 5,000円＋ご送金金額の 0.05％（最低
手数料 1,500円） 
Ｍ/Ｔ送金手数料 2,000円＋ご送金金額の 0.05％（最低
手数料 1,500円） 

**国内送金：送金手数料 2,500円＋ご送金金額の 0.05％
（最低手数料 1,500円） 

外貨普通預金規定 

1.(取扱店の範囲) 
この預金の預入れまたは払戻しは口座開設店に限り
取り扱います。 

1.(取扱店の範囲) 
この預金の預入れまたは払戻しは当店に限り取り扱い
ます。 

2.(口座への受入れ) 
(1)この預金に受入れできるものは次のとおりとしま
す。 

a.現金 
現金による受入れは、当行が定める通貨について
取扱います。ただし、硬貨は受入れられません。 

2.(口座への受入れ) 
(1)この預金に受入れできるものは次のとおりとしま
す。 

a.現金 
(追加)  

5.(相場・手数料) 
(1)この預金の預入れ、または払戻しを他の通貨を対

価として行う場合は、当行所定の相場により換算
いたします。 

(2)この預金の預入れ、または払戻しのついて、当行
所定の手数料をいただきます。 

5.(相場・手数料) 
(1)この預金口座へ預金口座と異なる幣種を対価とし
て買入れた外貨を受入れる場合は当行所定の相場に
より換算いたします。 
この場合、手数料をいただくことがあります。 
(2)この預金口座から払戻した外貨を対価として預金
口座と異なる幣種を売却する場合は当行所定の相場
により換算いたします。この場合、手数料をいただく
ことがあります。 
前 2項以外の預入れ、払戻しを行う場合には、当行所
定の手数料をいただきます。 

6.(届出事項の変更、通帳の再発行等) 
(3)通帳を再発行する場合には、当行所定の手数料を

いただきます。 
(4)預金口座開設の際には、法令で定める本人確認を

行います。この確認事項に変更があったときは、
直ちに当行所定の方法により届出てください。 

6.(届出事項の変更、通帳の再発行等) 
(追加) 

  (追加) 

 

8.(差引計算等) (追加) 

10.(成年後見人等の届出) (追加) 

11.(反社会的勢力との取引拒絶)  (追加) 

12.(解約)(2)~(6)  (追加) 

13.(預金保険)  (追加) 

14.(通知等)  (追加) 

15.(適用法令等)  (追加) 

16.(規定の改定)  (追加) 

 


